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１．背景 

大阪外環状線は、市域の南部地域を東西に貫く幹線道路で沿道の大部分が原則として開発が制限さ

れる市街化調整区域に指定されており、農地や産業用地などとして利用されていますが、一部では土地利

用に混乱が見られる状況です。 

また、南部地域は人口減少や高齢化による既存集落における住宅戸数の減少、後継者不足による農地、

森林の放棄などが進んでおり、地域の活性化が課題となっています。 

このため、南部地域の活性化に向けて大阪外環状線の沿道の望ましい土地利用の実現や良好な沿道

景観形成を図るための基本的な計画「和泉市大阪外環状線沿道土地利用基本計画」の策定に取り組む

こととなりました。 

  

大阪外環状線の位置図 

大阪外環状線 
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２．対象地区 

大阪外環状線（国道 170 号）は、大阪府高槻市から泉佐野市まで大阪郊外の主要都市を結ぶ 99.4km

の骨格的な環状道路で、関西国際空港開港を契機として供用開始されました。和泉市では、南部地域を

東西に横断する形で整備されています。 

本計画の対象地区は、大阪外環状線の道路端から概ね 50m までの範囲を基本に、沿道の一団のまと

まりある土地を対象とします。なお、住民意向把握については、沿道地区を含む自治会等コミュニティの範

囲を調査範囲とします。 

南部地域は、金剛生駒紀泉国定公園を擁する山地・森林を背景に、水稲・野菜・果樹などを栽培する

田園集落が形成されていますが、対象地区は、広域幹線の沿道地域へと土地利用が大きく変化しつつあり

ます。 

 

 

 

 

  

大阪外環状線 

道路端から概ね 50ｍの範囲 

対象地区の位置図 
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３．上位・関連計画等における位置付け 

（１）和泉市総合計画 

①計画期間 

平成 28（2016）年～令和７（2025）年 

 

②将来都市像 

未来に躍進！ 活力と賑わいあふれるスマイル都市 

 

③土地利用構想 

【交流空間ゾーン】 

光明池春木線から国道 170 号沿道までの地域は、既存

集落と山林や農地が広がっていますが、人口流出や地域コ

ミュニティの空洞化、沿道環境の形成への対策が求められ

ています。そこで、多面的な農地の活用等をめざすととも

に、持続可能な集落環境づくりをめざします。 

また、国道 170 号沿道については、良好な沿道景観形

成と産業活力の維持・増進に寄与する土地利用をめざしま

す。 

 

 

（２）和泉市都市計画マスタープラン 

①計画期間 

平成 27（2015）年～令和 17（2035）年 

 

②都市計画の目標 

都市と自然の心地よさに人が集い、躍進し続けるまち・

和泉 

 

③将来都市構造 

【交流空間ゾーン】 

（総合計画に位置付ける土地利用構想と同じ） 

【地域拠点】 

住民ニーズに対応した公共サービス機能の充実を図る

とともに、地域住民による文化・交流などの地域活動を支

える拠点の充実を図ります。 

【都市軸】 

市の東西を結ぶ路線を都市軸と位置づけ、大阪市、堺

市、和歌山県を含む市内外の連携強化を図ります。 

 

④土地利用方針 

土地利用構想図 

都市構造図 
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【都市・自然交流地区】 

南部地域、中部地域の集落周辺の農地や山林について

は、都市近郊型農業の生産の場及び都市環境と都市におけ

る貴重なオープンスペースとして保全に努めるとともに、都市

農園など多面的な農地の活用などを図ります。また、集落に

ついては、農地や山林などとの調和に配慮しつつ、持続可能

で良好な集落環境の保全・創造を図ります。 

【沿道環境形成地区】 

国道 170 号（大阪外環状線）沿道については、良好な沿

道景観形成に向けた規制誘導を図るとともに、広域利便性を

活かし、市内はもとより大阪府内の産業活力の維持・増進に

寄与する土地利用を検討します。 

 

④都市景観の方針 

【良好な幹線道路沿道景観の形成】 

一部で沿道景観に混乱が見られる幹線道路沿道について

は、土地利用規制などと連携しつつ、周囲の自然環境と調和

した主要幹線道路にふさわしい沿道景観づくりに取り組みま

す。 

 

（３）大阪外環状線沿道のまちづくりの方針 

①策定年 

平成 28（2016）年 

 

②策定主体 

主要幹線道路沿道の活用に関する検討会 

（沿道４市） 

 

③まちづくり検討地区 

【土地利用方針】 

周辺環境の調和や景観形成に配慮した産業系用途の

立地を可能とする市独自の開発許可制度の創設に伴

い、市街化調整区区域における地区計画の運用基準の

改正と併せて計画的な土地利用を目指す。 

【事業手法】 

市街化調整区域における地区計画及び市街化調整

区域における開発許可制度の適用による土地利用の

誘導。 

  

土地利用方針図 

和泉市 大阪外環状線沿道 Ａ地区 

和泉市 大阪外環状線沿道 Ｂ地区 
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４．現状・動向 

（１）人口動向 

令和２年の南部地域及び大阪外環状線沿道周辺地域の人口は 8,273 人、世帯数は 3,537 世帯で、

近年は減少傾向にあり、小地域別人口を見ても全ての町で減少しています。年齢３区分別にみると、65

歳以上の高齢者比率の割合が増加しています。 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 22→平成 27 年人口増加率 

 

 

  

出典：統計いずみ（住民基本台帳） 

南部地域等の人口と世帯数の推移 南部地域等の年齢 3区分別人口比の推移 

小地域別の人口・世帯数の推移 
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（２）産業の動向 

①産業別事業所数と従業者数 

南部地域の事業所数、従業者数の総数はともに減少していますが、事業所数は、運輸業・郵便業、

従業者数は農林漁業、建設業、運輸業・郵便業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽

業、サービス業（他に分類されないもの）が増加しています。 

 

南部地域の産業別事業所数と従業者数 

 

 

②農業  ※市全体の数値であることに留意 

令和 2 年の市全体の総農家数は平成 22 年と比較して 200 世帯以上減少し 1,006 世帯となってい

ます。販売農家数、販売農家の 15 歳以上の世帯員数、販売農家経営耕地面積も減少となっています。 

大阪外環状線沿道では、水稲・野菜・果樹等の栽培が行われており、農業団地も立地しています。 

総農家数・販売農家数・販売農家経営耕地面積の推移 

 

  

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数
所 人 所 人

総 数 636 8,137 591 7,550
農 林 漁 業 5 61 5 101

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 − − − −
建 設 業 64 341 59 362
製 造 業 213 2,899 204 2,841

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 1 1 0 0
情 報 通 信 業 1 38 0 0

運 輸 業 ， 郵 便 業 33 903 35 949
卸 売 業 ， 小 売 業 138 1,461 128 1,295
金 融 業 ， 保 険 業 5 20 4 15

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 16 78 14 74
学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 7 45 6 37

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 21 92 18 94
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 21 119 20 129

教 育 ， 学 習 支 援 業 17 171 9 53
医 療 ， 福 祉 23 901 21 690

複 合 サ ー ビ ス 事 業 6 36 6 32
サ ービ ス業（ 他に分類 されない もの） 57 938 62 878

公 務（ 他に分類されるものを除く） 8 33 ー ー

産 業 大 分 類
平成26年 平成28年

総数 男 女
平成22年 1,223 408 1,646 806 840 299
平成27年 1,107 341 1,282 637 645 266
令和2年 1,006 293 993 500 493 251

総農家数
（⼾）

販売農家数
（⼾）

販売農家経営耕
地面積（ha）

年次
販売農家の15歳以上の世帯員数（人）

出典：統計いずみ（農林業センサス） 
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（３）法規制状況 

①都市計画 

対象地区の都市計画による法規制状況は下図の通りです。 

大阪外環状線沿道は、ほぼ全域が開発や建築が厳しく制限されている市街化調整区域となっており、

西端のテクノステージにおいて工業専用地域が指定されています。 

 
 

②農振農用地 

対象地区の農振農用地の指定状況は下図の通りです。 

大阪外環状線の沿道では、中央付近より東側で指定されていますが、沿道の後背地ではテクノステー

ジ、若樫町、下宮町を除く町で指定がされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

法規制状況図（都市計画） 

法規制状況図（農振農用地） 
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（４）都市基盤施設の状況 

①道路 

大阪外環状線沿道の道路の状況は下図の通りです。大阪外環状線からは、市道等の道路のほか農

道や敷地内通路等が接続しています。 

 
道路分布図 

 

②敷地の接道条件 

下図は、大阪外環状線沿道とその後背地の工業系、空地系の土地について接道条件を調査したもの

です。 

大阪外環状線に接道していない小規模な敷地も分散して見られます。 

 

接道条件図 

 

  

※この図は住宅地図、衛星写真をもと

に道路・通路を表記したものです。 

※この図は住宅地図、衛星写真をもと

に敷地単位で接道状況を明示したも

のです。 
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③公共施設等 

公共施設としては、大阪外環状線沿道の中央に南部リージョンセンターと消防署南分署、槇尾中学校

（（仮称）槇尾学園）、仏並配水池が立地しています。南部リージョンセンターには、道の駅(令和４年４月

リニューアル)が併設され、仏並農業団地も隣接しています。 

（仮称）槇尾学園は施設一体型義務教育学校として、令和７年４月に開校予定であり、横山小学校は、

閉校に伴う跡地活用が予定されています。 

下宮町には、総合スポーツセンターとアグリセンターが立地しています。 

 
公共施設分布図 

 

④公園・緑地等 

大阪外環状線から概ね 50m の範囲に公園・緑地は存在せず、その周辺はテクノステージに緑地があ

ります。 

 
公園緑地分布図  

① 
⑤ 

⑥ 

② 

③ 

④ 

⑦ 
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⑤上下水道 

大阪外環状線には上水道が布設されており、沿道施設や周辺の集落等に配水されています。 

公共下水道（汚水）は南部リージョンセンターより東側の一部とその周辺で排水管が既設もしくは整備

が予定されています。公共下水道（雨水）は、布設されていません。 

 
上水道現況図 

 

 
 

公共下水道（汚水）整備状況図 

  

南部 RC 排水管 
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⑥電気 

大阪外環状線沿道の電気配線状況は図のとおりです。沿道の大部分で配線があり電気が供給されて

います。 

 

 

 

 

⑦ガス 

大阪外環状線沿道においては、都市ガスは供給されておりません。 

 

 

 

 

  

電気配線状況図 
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（６）沿道の土地利用状況 

大阪外環状線沿道の土地利用は、農地、林地、住居、その他空地などとなっており、主には、中央よ

り西側は商・工業系と農地・林地系、東側は農地・林地系や住居系・商業系などとしての土地利用が多く

なっています。沿道の後背地も含めて、造成地や資材置き場、空地などの低未利用地も存在します。 

大規模な平坦地では、工場・物流・資機材置き場など多様な事業所が立地しており、一部地域では自

動車関連業やリサイクル業などが集積しています。 

 

 

土地利用現況図 

 

 

（７）災害危険区域 

①土砂災害警戒区域 

大阪外環状線沿道や後背地等の斜面地において、土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）、土砂災

害警戒区域（イエローゾーン）に指定されているところがあります。 

 

土砂災害警戒区域位置図  

※空地系は建築資材や建設機械など容易

に除去可能なものが置かれた土地、固定

系は工作物や建物がある土地 

【この図は住宅地図、衛星写真、現地調査をもとに敷地単位で土地利用状況を明示したものです。】 
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②浸水想定区域 

大阪外環状線沿道では、大津川水系である槇尾川、東槇尾川、松尾川の周辺で浸水想定区域に含

まれるところがあります。 

 

浸水想定区域（大津川水系）位置図 
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５．個別エリアに対する土地利用の現状・課題の整理 

大阪外環状線沿道の地形・地物や現状の土地利用の状況、連続性等を踏まえたまとまりある「地区」

を設定し、それぞれの地区における現状と先に設定したまちづくりの方向性の実現に向けた課題を整理し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

地区の設定 

 

 

【ａ地区】 

（現状） 

・市街化区域の工業専用地域であるテクノステージ地区に隣接する地区です。 

・駐車場、資材置き場、工場・倉庫などが立地し、比較的整然とした土地利用となっています。 

・沿道は緑化等による修景がされておらず、駐車場や事業所が露出した景観となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（課題） 

・工場・倉庫等の誘致や利用促進を図ることで、商・工業系土地利用の高度化や景観の向上を

図っていくことが必要です。 

・北側に隣接するテクノステージとの連続性を確保しつつ、良好な商・工業地区形成を図って

いくことが必要です。 

ａ 

ｃ 
ｄ 

ｅ 

ｂ 
橋梁部 

ｆ 
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【橋梁部区】 

（現状） 

・松尾川の谷筋に架かる松尾川大橋の部分で、現在、４車線化工事が進められています。工事は令和 

５年度完成予定です。 

・橋上からは、和泉葛城山系の豊かな自然やふもとの農村風景が眺望できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ｂ地区】 

（現状） 

・資材置き場や駐車場、工場などが立地し、緑化等もされておらず雑然とした土地利用及び景観となっ 

ています。 

・一部では、安全性確保の為と思われる高さのある鋼板が設置され、圧迫感のある沿道景観となってい 

ます。 

・４車線化工事に合わせて大阪外環状線敷地際が整備されることにより、土地利用が図られる可能性が 

あります。 

・後背地の盛り土等の影響により、雨水排水不良が生じている場所があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（課題） 

・橋上から見える自然豊かな眺望景観を保全していくことが必要です。 

（課題） 

・一部区域において、排水不良の解消が必要です。その際には、排水路の設置及び放流先の検

証が必要です。 

・現状の商・工業系土地利用の高度化や景観の改善を誘導していくことが必要です。 

・現状の土地利用を継続する場合でも、良好な沿道景観形成に向けた緑化等による修景を促進

していくことが求められます。 
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【ｃ地区】 

（現状） 

・沿道から後背地まで広大な平坦地が広がる地区です。 

・工場、事業所、倉庫、資材置き場などが立地しており、きちんと場内を整備し整然と事業を営む事業所、 

事業内容の特性もあり雑然とした利用をしている事業所、暫定利用をしている事業所など土地利用の

混在が見られます。 

・道路に面する部分には緑化余地がある敷地もありますが、大部分では植栽がほとんどなく、無機質な鉄 

板やフェンス板等が設置され、あるいは堆積物が露出しているなど雑然とした沿道景観となっています。 

・北奥部では、盛り土等の影響により周辺では降雨時に溢水が生じることがあり、排水不良による環境悪

化が発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（課題） 

・過去に大規模な盛り土が行われた土地があり、土地利用転換を行う際に法的課題の多い地区

です。 

・一部区域においては、排水不良の解消が必要であり、排水路の設置及び放流先の検証が求め

られます。 

・全体的には大規模で平坦な土地であり、一体的な商・工業系地区の形成に向けては、周辺環

境との調和が可能な企業誘致や土地の高度利用、インフラ整備などの検討が必要であり、 

現実的かつ具体的な改善方策についての検討が必要です。 

・商・工業系土地利用の高度化や景観改善を誘導するとともに、良好で一体的な沿道景観の形

成、緑化促進に向けた事業所の連携が必要であり、現状利用を継続する場合でも、良好な沿

道景観への形成に向けた緑化等の促進が求められます。 
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【ｄ地区】 

（現状） 

・南部リージョンセンターと仏並農業団地及びその周辺の地区です。 

・南部リージョンセンターには、道の駅（いずみ山愛の里）、認定こども園（横山きのみ子ども園）、消防署

（南分署）が併設されており、南部地域住民の生活を支える買

い物や地域コミュニティのほか、子育て支援や観光交流の拠点

としての役割を有しています。 

・南部リージョンセンターの背後に立地する仏並農業団地では、 

いちご狩りができる観光農園等も営まれています。 

 

 

 

 

 

 

【ｅ地区】 

（現状） 

・大阪外環状線沿道であるとともに、横山地区の集落やまとまった農地、槇尾川などにも近接する地区

す。 

・槇尾中学校南交差点付近にはコンビニ、飲食店などが立地し賑わいも形成されています。 

・道路の南側沿道は、一部に店舗や事業所が立地していますが、大半は農地が広がる田園空間となっ

ています。 

・一部には遊休地もあり、その利活用にあたっては周辺の住宅や農地との調和が求められます。 

・横山小学校の閉校後の跡地利用にあたっては、周辺環境と調和することが重要です。 

・土砂災害警戒区域と浸水想定区域のハザードエリアを含みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（課題） 

・道の駅や農業団地の食や農の活用などにより、地域住民の生活利便性や観光・交流機能の充

実・強化することが必要です。 

・良好な景観の形成、地域イメージの向上などが望まれます。 

（課題） 

・横山地区の生活環境や営農環境の保全が必要です。 

・横山地区の生活環境と調和に配慮しつつ、周辺住民の生活利便機能の維持・充実や落ち着き

ある沿道景観の形成が必要です。 
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【ｆ地区】 

（現状） 

・大阪外環状線の多くが４車線化未施工区間となっているため、土地利用をおこなう際に一定の制限が

かかっている。 

・沿道には、農地、住宅、駐車場、店 

舗、事業所などが立地しており、東端 

の河内長野市との境界付近は樹林地 

となっています。 

・土砂災害警戒区域などのハザードエリ 

アを含みます。 

 

 

 

 

  

（課題） 

・周辺の緑と調和した集落の生活環境の保全が必要です。 

・農地や樹林地など緑豊かな景観の保全が必要です。 
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６．住民意向 

（１）住民意向調査 

①調査の概要 

大阪外環状線沿道土地利用基本計画の策定にあたり、外環状線沿道周辺の住民や沿道施設利用

者の沿道土地利用に関する課題や方向性、地域活性化のあり方等についての意識・意向を把握するた

めにアンケート調査を行ったものです。 

○対象：大阪外環状線沿道周辺に居住する 18 歳以上から 79 歳未満の住民 1,500 人 

南部リージョンセンター利用者 

○期間：令和 4 年 7、8 月 

○方法：郵送配布・回収及び南部リージョンセンターでの記入・回収 

○有効回答数：地域住民分 530 人、南部リージョンセンター回収分 12 人 

○回収率：35.3％ 

○回答者属性 

【性別】 【町別】 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢】 

 

 

 

 

 

 

 

【居住年数】 

  

10.6%

4.5%

7.4%

8.3%

3.2%

0.0%

8.1%

5.5%

4.2%

9.8%

0.0%

6.4%

2.3%

3.4%

2.6%

8.1%

3.0%

5.1%

3.8%

0.2%

3.6%

0% 5% 10% 15%

国分町

春木川町

若樫町

久井町

松尾寺町

テクノステージ

坪井町

小野田町

下宮町

仏並町

槇尾山町

北田中町

岡町

九鬼町

善正町

福瀬町

南面利町

父鬼町

大野町

その他

無回答

男性

44.7%女性

52.2%

無回答

2.5%

無回答

0.6%

18～29歳

9.4%

30～39歳

6.8%

40～49歳

10.9%

50～59歳

17.7%60～69歳

29.4%

70～79歳

24.9%

無回答

0.8%

5 年未満

1.3% 5 年以上10年未満

2.6%

10年以上20年未満

7.5%

20年以上30

年未満

17.9%

30年以上

69.7%

無回答

0.9%
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②調査結果（主な設問と回答結果） 

※土地利用に直接関係する主な項目を抽出し、他の設問については資料編で整理しております。 

 

問 1 南部地域の住みやすさなどに関する以下の項目について、どの程度満足されていますか。 

（複数回答） 

 

満足しているものとしては、「自然の緑の豊かさ」や「自然と調和した集落」など自然に関するものが多

くなっています。一方、満足していないものとしては、「公共交通（路線バス）の便利さ」や「買い物の便利

さ」など、日常生活の利便性に関係するものが多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

  

13.4%

2.1%

10.8%

24.9%

7.4%

10.4%

12.6%

6.0%

11.1%

11.9%

5.5%

5.8%

72.5%

8.9%

27.5%

31.7%

3.8%

5.8%

4.5%

2.6%

4.5%

10.6%

0% 20% 40% 60% 80%

買い物の便利さ

公共交通（路線バス）の便利さ

日常使う道の歩きやすさ

車の走りやすさ

保育所の整備状況

学校教育施設の整備状況

病院や診療所の整備状況

高齢者や障がい者のための施設の整備状況

図書館や文化施設の整備状況

スポーツ施設の整備状況

公園や遊び場の整備状況

農業関連施設の整備状況

自然の緑の豊かさ

河川、ため池など水辺の美しさ

田園の緑の豊かさ

自然と調和した集落

安全に避難できる道路の確保

安全に避難できる広場の確保

河川、がけ崩れなどの防災対策

下水道の整備状況

騒音・振動・異臭などへの対応

無回答

52.5%

67.0%

20.8%

20.4%

5.3%

6.2%

29.6%

19.6%

11.9%

8.9%

26.4%

7.0%

1.1%

11.3%

0.9%

2.8%

19.4%

13.6%

35.1%

35.8%

17.4%

4.2%

0% 20% 40% 60% 80%

買い物の便利さ

公共交通（路線バス）の便利さ

日常使う道の歩きやすさ

車の走りやすさ

保育所の整備状況

学校教育施設の整備状況

病院や診療所の整備状況

高齢者や障がい者のための施設の整備状況

図書館や文化施設の整備状況

スポーツ施設の整備状況

公園や遊び場の整備状況

農業関連施設の整備状況

自然の緑の豊かさ

河川、ため池など水辺の美しさ

田園の緑の豊かさ

自然と調和した集落

安全に避難できる道路の確保

安全に避難できる広場の確保

河川、がけ崩れなどの防災対策

下水道の整備状況

騒音・振動・異臭などへの対応

無回答

【満足しているもの】 【満足していないもの】 
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一部で土地利用が混乱

しており、景観や防災、

環境の面で問題がある

と感じる

61.8%

特に問題があるとは思

わない

11.5%

わからない

17.5%

その他

6.0%

無回答

3.2%

企業（事業所）等や生

活サービス施設、観光

交流施設等が立地する

35.5%

農地や森林、住宅等が

立地する里山・田園風

景が広がる

19.2%

農地や森林、住宅、企

業（事業所）等のみで、

資材置き場や施設等は

一切立地しない

18.9%

農地や森林、住宅、企

業（事業所）等に加え、

資材置き場や施設等も

立地する

6.0%

わからない

11.3%

その他

4.3%

無回答

4.7%

問 2 和泉市域の大阪外環状線沿道の土地利用の現状についてどう思いますか。 （単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約６割の方が「一部で土地利用が混乱しており、景観や防災、環境の面で問題があると感じる」と回

答しており、半数以上の方が土地利用に関する問題を認識しています。 

また、年齢別集計、居住年数別集計においては、年齢が高いほど、居住年数が長いほど問題 

認識は高くなっています。 

 

問 3 和泉市域の大阪外環状線沿道の将来像として、どのような土地利用を目指すべきだと思います

か。 （単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「企業（事業所）等や生活サービス施設、観光交流施設等が立地する」が 35.5％で最も多くなってい

ます。また、約６割の方が住宅以外の施設も立地する土地利用を目指すべきと回答しています。 
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ルールを定めるべ

きだと思う

52.1%

場合によって

は、ルールを

定めてもよい

と思う

39.4%

ルールを定める

必要はない

1.3%

わからない

3.8%

その他

1.5%

無回答

1.9%

住宅と農地、森林があ

る現在の土地利用を維

持する

38.5%

住宅と農地、森林のほ

か、観光交流施設、企

業（事業所）等が立地

する

40.4%

わからない

13.8%

その他

4.2%

無回答

3.2%

問 4 大阪外環状線沿道において、無秩序な開発や、住宅と産業系施設などの混在を防止し、安全で

良好なまちづくりなどを進めていくために、土地利用や開発を制限するルールを定めることについて、

どのように思いますか。 （単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ルールを定めるべきだと思う」が最も多くなっています。次いで多い「場合によっては、ルールを定め

てもよいと思う」を含めると、土地利用や開発を制限するルールを定めてもよいと思っている人が 9 割以

上となっています。 

 

問5 (槇尾中学校南交差点より)東側のゾーンは、主にどのような土地利用が望ましいと思  いますか。

（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「住宅と農地、森林のほか、観光交流施設、企業（事業所）等が立地する」と「住宅と農地、森林があ

る現在の土地利用を維持する」がともに４割前後となっています。 
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問 6 (槇尾中学校南交差点より)西側のゾーンは、主にどのような土地利用が望ましいと思いますか。

（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「企業立地（主に露店利用）が図られている現在の土地利用について、安全性の確保や道路からの景観が

良くなるように最低限の整備や緑化を行った上で維持する」が最も多く、現状維持、計画的な土地利用を

進めていくことを含めると、７割の人は企業等が立地する土地利用が望ましいと回答しています。農地や森

林に転換することが望ましいと考える人は約１割となっています。 

 

問 7 和泉市域の大阪外環状線沿道に農地をお持ちの方にお聞きします。                       

現在、その農地で農業をおこなっていますか。（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「農地を持っている」方が 21.5％。うち「農地として利用している」方が 9.6％、「農地は持っているが

農地として使っていない」方が 9.6％、「他人に貸している」方が 2.3％です。 

既に企業立地（主に露

店利用）が図られてい

る現在の土地利用を維

持する

3.2%

企業立地（主に露店利

用）が図られている現

在の土地利用につい

て、安全性の確保や道

路からの景観が良くな

るように最低限の整備

や緑化を行った上で維

持する

41.7%企業（事業所）等が立

地する計画的なまちづ

くりを進めていく

27.4%

企業立地を規制し、農

地や森林を中心とした

土地利用に転換する

11.1%

わからない

10.4%

その他

3.6%

無回答

2.6%

農地は持っており、自

分や家族が農業をして

いる

9.6%

農地は持っており、他

人に貸している

2.3%

農地は持っているが、

農地としては使ってい

ない

9.6%

農地を持っていない

78.5%
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問 8 問 7 で農地をお持ちで自分や家族が農業をしている方にお聞きします。 

今後もその農地で農業を続けていきたいとお考えですか。（単一回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自分の代では続けたいがその後はわからない」が最も多く「今後も続けたいし、自分の代の後も誰か

に続けてもらいたい」が続いています。農業を「やめたい」という意向を持っている人は約２割です。 

 

 

問 9 自由意見 （記入回答） 

 

【主な記述内容の内訳】 203 人/530 人中＝38.3％ 

① 現在の沿道企業に関すること ： 71 人/530 人中＝13.4％ 

② 商・工業、観光施設の立地に関すること ： 46 人/530 人中＝8.7％ 

③ 景観・緑化に関すること ： 39 人/530 人中＝7.4％ 

④ 交通・安全に関すること ： 28 人/530 人中＝5.3％ 

⑤ 公園に関すること ： 12 人/530 人中＝2.2％ 

⑥ 定住に関すること ： 11 人/530 人中＝1.9％ 

⑦ インフラ整備に関すること ： 4 人/530 人中＝0.8％ 

 

 

 

 

 

 

 

今後も続けたいし、自

分の代の後も誰かに続

けてもらいたい

17.6%

自分の代では続けたい

がその後はわからない

51.1%

将来的には

辞めたい

5.9%

今すぐ辞めたい

13.7%

わからない

7.8%

その他

3.9%
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（２）和泉市大阪外環状線沿道まちづくり懇談会 

①懇談会の概要 

○日時：令和４年６月 10 日（金） 19:00～20:30（松尾地域） 

令和４年６月 11 日（土） 10:00～12:00（槇尾地域） 

○会場：南部リージョンセンター会議室（松尾地域、槇尾地域） 

〇議題：和泉市大阪外環状線沿道土地利用基本計画(骨子案)について 

アンケート調査について 

 

②主な意見 

（松尾地域） 

・先に利用したところが地域活性化ゾーンとして位置付けができ、そのままにしておいた町(地権者)が 

損をするようなことがないようにしていただきたい。 

・沿道から幅 50m を今回対象としているが、今後のことを考えるとエリアとしてはもう少し広げてもいいの 

ではないか。 

・自然ゾーンは、自然を維持したまま地域の活性化するという考え方を持つ企業にきてもらうのはどうか。 

自然に優しい産業が誘致できる状況を作っていただきたい。 

・将来的にアグリセンターと自然・農の分野でコラボができたらいいのではないか。 

・市から地権者に情報提供を行い、地権者が事業者を選択できる状況をつくれば土地利用の高度化 

が図られ、それにともなって下水の整備が進む可能性やまち全体に可能性が広がっていくと思う。 

・通学自転車が安全に外環状線を通れるようにして欲しい。 

・今内陸側の工業団地で操業したいという機運が非常に高い。テクノステージは現状全部埋まってい 

る状況であり、外環状線沿いの一部に企業を誘致できるようにしていだければ非常にありがたい。 

（槇尾地域） 

・槇尾中学校近くの交差点は交通事故が多いため、地域活性化について安全面からも検討してほしい。 

・A 地区～E 地区が地域活性化ゾーンとして一括りにされているが、各ゾーンの特性に合わせてさらに 

区別してはどうか。 

・今の殺風景な状態から、将来的には景観が良くなることを期待しているが、そのためには、今の段階 

から建物を建築する事業者に、景観面にも考慮してもらう必要がある。 

・C 地区は埋め立てが中途半端に終わっており、排水不良など危険な状態となっている。その後背地 

の埋め立て地区の排水の問題も解決する必要がある。 

・一般土地利用ゾーンでは、開発基準を緩和しているとのことだが、例えば倉庫などを正式に建築しよ 

うとする際に、一般的な建物と比較して時間がかかるので、建築許可などの手続きについて、円滑に 

進められるようにしてほしい。  
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７．課題整理のまとめ 

（１）雑然とした土地利用 

大阪外環状線沿道の槇尾中学校南交差点より西側は、農地や森林のほか商・工業系用地としての

土地利用が多く見られますが、古物商、リサイクル業などの一部事業者による堆積物の露出、無機質な

高い塀などにより雑然とした土地利用となっています。 

これらは、住民からの評価が高い周辺の自然豊かな景観との調和の観点からも問題があり、この地域

のイメージ低下にもつながっていることから、土地利用のルール制定等による整序と併せて産業の高度

化等による改善が求められます。 

 

（２）インフラ整備の検討 

槇尾中学校南交差点より西側における商・工業系用地において、一部の敷地では、排水施設が未整

備のため、防災や環境保全等の観点から、土地利用転換に対応した雨水・汚水排水処理の検討が必

要です。 

また、開発時においては、適切な土地利用とするための道路や排水施設等のインフラ整備に関する適

切な対応、開発を伴わない場合でも土地利用転換に対する適切な対応が必要です。 

 

（３）農業分野における持続可能な取組み検討 

市全体で総農家数や販売農家世帯人員は減少傾向にあり、農家の多い南部地域においては地域の

活力低下につながっています。地域農業の担い手や水利組合など関連団体等の担い手も不足していま

す。自分や家族が農業をしている農地所有者の今後の営農意向は「自分の代では続けたいがその後は

わからない」が多く、今後現在の農地を維持されるかどうか不透明な状況です。 

果樹栽培など地域の特産物である農産物の生産も減少しており、農作物の栽培だけでなく、農業を活

用した多様な展開が求められます。 

 

（４）地域との調和 

商・工業系用地では、一部の敷地において埋め立て行為、資機材や廃材の積み上げなどの土地利用

転換に伴い、周辺地域の住民からも生活環境や自然環境、景観の悪化、災害時の安全性が懸念され

ています。 

また、一部の事業者と地域とは繋がりが希薄であり、土地利用の整序や地域環境の改善に向けては、

地域や行政、事業者等の関係者による連携した取組みが求められます。 
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８．まちづくりの方向性 

（１）将来像 

大阪外環状線は、大阪府南部地域の物流や災害時の輸送路、周辺住民の生活等を支える幹線道

路としての役割をもっており、市民だけでなく、市外の住民や事業者も含めて多くの人が利用する重要な

道路です。 

周辺の豊かな自然と調和に配慮しつつ、南部地域の活力の維持・向上にもつながる大阪外環状線沿

道の将来像を以下の通り設定します。 

 

 

 

 

（２）土地利用の方向性 

①基本的な考え方 

将来像の実現に向けて、土地利用の基本的な考え方を以下の通り設定します。 

大阪外環状線は市街化調整区域に位置する道路なので、良好な自然や田園集落を維持する市街

化調整区域としての位置づけを基本としつつ、南部地域の活力増進につながる土地利用を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

（仮）自然と都市が調和し、暮らしと産業の元気が 

感じられる、未来へつながるまち 

（一般土地利用ゾーン） （自然ゾーン） （地域活性化(賑わい） 

ゾーン） 

将来像の実現に向けて、地域の魅力や活力

の増進、地域イメージの向上に寄与する機

能の導入を図ります。 

市街化調整区域の基本的性質に即し、自然・

集落・農の環境と調和した土地利用の継続を

基本とします。 

地域の魅力と

活力の向上 
みどり豊かな

環境の保全 
無秩序な市街

化の防止 

商・工業系 

用途の誘導 

（地域活性化(商・工業系）

ゾーン） 
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②土地利用ゾーニングの方向性 

先に設定した土地利用の基本的な考え方に基づき土地利用ゾーニングを区分し、その方向性とゾー

ン配置の考え方を以下の通り設定します。 

ゾーンの区分は、地域環境との調和や防災性に配慮しつつ商・工業系の施設立地を図る「地域活性化

（商・工業系）ゾーン」、地域の活性化を目的とした施設等を配置する「地域活性化（賑わい）ゾーン」、良

好な自然環境や農地等を保全する「自然ゾーン」、それら以外の「一般土地利用ゾーン」の４区分とします。 

区分 ゾーン 土地利用ゾーニングの方向性 ゾーン配置の考え方 

土
地
利
用 

地 域 活 性 化

（商・工業系）

ゾーン 

・地域環境と調和した商・工業

系機能の維持・向上、高度化 

・現状、商・工業系用途が連続的に立

地している範囲 

地 域 活 性 化

（賑わい） 

ゾーン 

・周辺住民や大阪外環状線利用

者の生活利便と観光・交流機

能の維持・向上を図ります。 

・既存の利便施設（開発予定含む）

と、それらとの連続性、一体性のあ

る周辺の範囲とします。 

自然ゾーン 

・里山、河川、農地などみどり

豊かな環境を大切な地域資

源として保全・育成を図りま

す。 

・森林、農地などの現在自然系土地

利用となっている範囲で、基本的

に景観上自然環境の保全が求めら

れる範囲とします。 

一般土地利用

ゾーン 

・市街化調整区域の幹線道路沿

道として、一般的な土地利用

を維持します。 

・地域活性化（商・工業系）ゾーン、

地域活性化（賑わい）ゾーン、自然

ゾーン以外のその他一般の範囲と

します。 

 

③景観形成の方向性 

土地利用の誘導に合わせて、適切な景観形成を図るための区域を設定します。 

区域としては、良好な沿道景観の形成を図る区域である沿道景観形成区域と特に景観形成が重要

な範囲である重点景観区域を設定します。 

区分 区域 景観形成の方向性 区域配置の考え方 

景
観 

沿道景観形成

区域 

・沿道の環境や土地利用の特性

に応じた良好な沿道景観の

形成を図ります。 

・大阪外環状線沿道全域とします。 

 
重点景観

区域 

・景観の規制誘導の強化を図る

とともに、景観整備を促進し

ます。 

・多くの来訪者の目に留まる景観上

重要な範囲及び景観の混乱防止や

整序が特に求められる範囲としま

す。 
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９．土地利用計画 

（１）土地利用及び景観形成の方針 

先に整理したまちづくりの方向性やゾーンごとの現況課題を踏まえ、ゾーンごとの土地利用方針を整理し

ます。 

 

①ゾーンと区域の構成イメージ 

目指すべき方向性を共有する土地利用に関するゾーンと景観に関する区域を設定し、それぞれの方

針を位置づけます。２つの構成イメージは下図の通りで、それらを重層的に指定することで土地利用と景

観形成の両面から地区の特性に応じた良好な沿道空間の形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②土地利用及び景観形成の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域活性化（商・工業系）ゾーン 

地域活性化（商・工業系）ゾーンは、主に西側の地域において既に商・工業系の土地利用が進められて

いるゾーンにおいて、必要に応じて土地利用の整序を推進しつつ、商・工業系機能等の充実を目指すゾー

ンです。 

○土地利用方針 

・研究開発型、生産型施設等も含め、農地や森林の緑豊かな地域環境と調和した商・工業系機能の

向上を図ります。 

Ａ 

Ｃ１ 
Ｃ２ 

Ｄ 

Ｂ 

Ｅ 

沿道景観形成区域（外環状線沿道全域） 

自然ゾーン 

重点景観区域 

地域活性化（商・工業系）ゾーン 

地域活性化（賑わい）ゾーン 

一般土地利用

ゾーン 

※個別エリアのｆ地区については４車線化が未実施でありハザードエリアが多いため、現時点ではゾーニングに含めない 
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・周辺環境や地域環境との調和を確保しつつ、新たな事業所の立地誘導や事業所の高度化・環境改

善、土地利用増進などを誘導します。 

・開発行為に伴う適切なインフラ整備などを誘導します。 

 

○景観形成方針 

・大阪外環状線沿道部分に植栽を配置し、緑豊かな沿道景観の形成を図ります。 

・大阪外環状線から望見できる建築物や工作物については、位置や規模、形態・意匠などの面から良

好な景観となるように配慮するとともに、適切な維持管理を行います。 

・堆積物については、大阪外環状線から容易に見えないように高さや位置となるよう配慮します。 

 

地域活性化（賑わい）ゾーン 

地域活性化（賑わい）ゾーンは、主に西側の地域において既に土地利用が進められているゾーンにおい

て、地域活力の維持・向上に向けて、必要に応じて土地利用の整序を推進しつつ、生活利便や観光・交流

機能等の維持・充実を目指すゾーンです。 

○土地利用方針 

・南部リージョンセンター及び（仮称）槇尾学園を核にしつつ、観光・交流、生活利便、子育て支援・教育

機能の維持・充実を図ります。 

・道の駅と仏並農業団地との連携による食や農を活かした地域活性化機能の強化を図ります。 

・地域の安全・安心や生活利便の向上に寄与する施設の立地誘導に努めます。 

・学校の整備にあたっては、周辺道路等における児童・生徒の通学時の安全性に配慮します。 

 

○景観形成方針 

・大阪外環状線沿道部分に植栽を配置し、緑豊かな沿道景観の形成を図ります。 

・大阪外環状線から望見できる建築物や工作物については、位置や規模、形態・意匠などの面から良

好な景観となるように配慮します。 

・公共公益施設については、シンボリックなデザインで建築することにより、優れた沿道景観の創造を図り

ます。 

・屋外広告物については、周辺環境と調和したものとなるよう規制誘導します。 

・広い駐車場が無機質な空間とならないよう、植栽の配置などによる工夫を行います。 

 

自然ゾーン 

自然ゾーンは、森林や河川など緑豊かな自然的な風景が形成されているゾーンにおいて、それらの保全

に向けて、緑の保全や開発・土地利用の規制を図るゾーンです。 
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○土地利用方針 

・樹林や河川について、自然環境の適切な維持・管理と保全を図ります。 

・新たな開発行為や現状変更行為については抑制を基本とします。 

・防災事業等の推進により、倒木、土砂崩れ等の災害防止を図ります。 

※４車線区間については、一定の合理性を有する土地利用転換の計画があるものについて、土地利

用区分の変更を検討します。 

 

 

○景観形成方針 

・和泉市南部地域の緑豊かな沿道景観形成のコアとして、緑のアイスポットとなる樹木の植樹や樹林の 

適切な維持・管理等を推進します。 

・植樹に際しては、高木と中低木、カバープランツ、花卉などを組み合わせたり、地域特性、周辺環境と 

の調和に配慮した樹種を選定したりするなど、地域の個性が感じられる緑豊かな沿道景観となるよう

配慮します。 

 

一般土地利用ゾーン 

一般土地利用ゾーンは、地域活性化（商・工業系）ゾーンと地域活性化（賑わい）ゾーン、自然ゾーン以

外の主に田園集落となっているゾーンで、地区の特性に応じた良好な集落や農地の形成を図るゾーンです。 

 

○土地利用方針 

・地域特性に対応しつつ、市街化調整区域の幹線道路沿道にふさわしい住宅・商業・業務・田園等の

複合用途が立地する土地利用の形成を図ります。 

・緑豊かな周辺環境や地域環境との調和の確保を図ります。 

・ハザードエリアにおいては、防災事業や共助による防災の取組等を推進し、地域の安全性の向上を図

ります。 

※関連法令の範囲で許容される土地利用転換には、個別対応を図ります。 

 

○景観形成方針 

・沿道の環境や土地利用の特性に応じた良好な景観の形成を図ります。 
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（２）土地利用の実現に向けた取組方向 

①土地利用の誘導方策の可能性について 

ゾーンごとに、その特性と土地利用方針を踏まえた土地利用の誘導方策を検討し、実施の可能性の

あるものを選択肢として設定します。 

特に、地域活性化（商・工業系）ゾーンと地域活性化（賑わい）ゾーンは、土地利用に向けて「新たに付

加するもの」として対応を図るべきものであり、土地利用の推進に向けた誘導方策について検討し、必要

に応じ制度の見直しをおこなうものとします。 

 

１）地域活性化（商・工業系）ゾーン 

地区 土地利用の誘導方策の可能性について 

Ａ地区 ●開発許可制度（都市計画法第 34 条第 14 項）の適用 

・市の開発許可制度の基準に適合する産業用途は、許可することが可能である。 

→この制度を使う場合、準工業地域で許容される工場・倉庫で、敷地面積 500

㎡以上 5,000 ㎡未満のものが立地可能となる。 

●市街化調整区域における地区計画の運用基準の適用 

・「和泉市市街化調整区域における地区計画の運用基準（平成 29 年４月）」に即

して地区計画を定めた場合、その内容に即した開発は、許可することが可能で

ある。 

→大阪外環状線沿道は準工業地域で許容される用途が立地可能であり、敷地

面積 5,000 ㎡以上が対象となる。 

●市街化区域編入 

・北側のテクノステージ地区（工業専用地域）と隣接しているため、これを拡大

する形で市街化区域へ編入することが考えられる。 

・この場合、テクノステージ地区と同様の基準で建築物の立地が可能となること

が想定される。 

Ｂ地区 

Ｃ２地区 

 

●開発許可制度（34-14）活用 

・幹線道路（広域道路沿道型）タイプなので、開発許可審査基準の【提案基準 12】

に適合する産業用途は許可を受けて立地可能となる。 

→大阪外環状線は「幹線道路沿道地域（幹線道路Ⅲ）」類型に該当し、準工業

並みの用途が立地可能となる。 

Ｃ１地区 

 

※平坦部のまとまった土地を対象に、開発許可制度（34-14）は馴染まない。（大

規模であり、個別対応の開発許可ではなく一体的なまちづくりの観点が必要

と考えられるため） 

●市街化調整区域における地区計画の運用基準の適用 

・「和泉市市街化調整区域における地区計画の運用基準」に即して地区計画を定

め、地区計画に即した開発を許可する。 

→大阪外環状線は「幹線道路沿道地域（幹線道路Ⅲ）」類型に該当し、準工業

地域並みの用途が立地可能となり、敷地面積制限はない。 
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Ｃ１地区 

 

●市街化区域編入 

・大規模（概ね 20ha 以上）で、一体の面整備（土地区画整理事業）をするので

あれば、飛び地の市街化区域設定が可能である。 

→市街化区域編入にあたり、面整備とセットで地区計画を指定することが考

えられる 

→その地区計画の制限の範囲で、建築物の立地が可能となる。 

２）地域活性化（賑わい）ゾーン 

Ｄ地区 ●開発許可制度の適用 

・観光・交流や地域活力の維持に必要な公共公益施設については、個別の開発許

可（開発審査会）により、建築物の立地を図ることが可能となる。 

・仏並農業団地において、農林水産物等の販売施設を建築する場合には、市の開

発許可制度の基準に従い立地を許可することが可能であるが、その基準に合

致しないものは、個別の開発許可（審査会）により立地できる可能性がある。 

・地域住民の生活利便に必要な施設については、都市計画法第 34 条各号の規定

に基づき、立地を許可することが可能である。 

●市街化調整区域における地区計画の運用基準の適用 

・公共公益性が低い民間開発で、一定規模以上の面積を有する場合には、面的な

まちづくりの観点が求められることとなり、個別の開発審査よりも地区計画

の導入を優先して検討すべきである。 

→「和泉市市街化調整区域における地区計画の運用基準」に即して地区計画を

定め、地区計画に即した開発を許可することが可能である。 

Ｅ地区 ●開発許可制度の適用 

・地域住民の生活利便に必要な施設については、都市計画法第 34 条各号の規定

に基づき、立地を許可することが可能である。 

・その他、地域活力の維持に必要な公共公益施設については、個別の開発許可

（審査会）により立地を図ることが可能である。 

３）自然ゾーン 

地区 土地利用の誘導方策の可能性について 

緑地、法

面等 

●緑地保全に関する地区の指定 

・明確に緑地保全を位置付ける必要がある場合、市独自の条例の制定などによっ

て緑地保全を図る地区を指定することも可能である。 

橋 梁 部

（谷筋） 

●土地利用上の対策は必要ないが、眺望景観の保全等の観点から別途対策を図る 

・松尾川の谷筋に位置する集落は、大阪外環状線に接道していないので土地利用

の規制誘導はできないが、谷筋の土地の土地利用誘導としては、通常の市街化

調整区域としての規制誘導、まちづくり方策で十分対応できている。 

・大阪外環状線の沿道ではないので、沿道に景観形成ゾーンを指定しても谷筋の

土地まで対象とすることはできない。 

→沿道土地の規制誘導の範疇を越えるので、本土地利用計画では方針のみ位

置付け、別途、景観計画において沿道景観とは別の仕組み(例：眺望景観保

全地区など)で対応するのが妥当と考えられる。 
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４）一般土地利用ゾーン 

ゾーン 土地利用の誘導方策の可能性について 

一般土地

利用ゾー

ン 

●市街化調整区域としての開発・建築行為の規制 

・通常の市街化調整区域として、無秩序な市街化を防止するため、開発・建築行

為の規制誘導を図る。 

●開発許可制度の適用 

・都市計画法第 34 条各号に従い、地域に必要な施設等や市街化調整区域に立地

することが妥当なものについては、立地を許可することが可能である。 

 

②景観の誘導方策の可能性について 

区域ごとに、その特性と景観形成方針を踏まえた景観形成の誘導方策を検討し、実施の可能性のあ

るものを選択肢として設定します。 

区域 景観の誘導方策の可能性について 

沿道景観

形成区域 

一般区域 ●大阪府景観計画 

・「大阪外環状線（国道 170 号）沿道区域」の指定区域である。建築

物の形態や色に配慮事項がある。 

●大阪府屋外広告物条例 

・路線型表示制限区域、金剛・和泉葛城山系区域として許可区域に

指定されている。屋外広告物の大きさに制約がある。 

●和泉市景観計画、景観条例の制定(令和 5年度末に策定予定) 

※令和４年現在、本市による計画策定の立案中であり、策定後、 

景観行政団体への移行が必要となる。 

・市独自の景観計画を立案することで、よりきめ細かな制限を導入

することが可能となる。 

→本計画で景観形成の方針化を行い、それに基づき、景観計画で

具体の規制誘導策を位置付ける。 

重点区域 

（重点景

観区域） 

●和泉市景観計画、景観条例の制定(令和 5年度末に策定予定) 

※令和４年現在、本市による計画策定の立案中であり、策定後、 

景観行政団体への移行が必要となる。 

・市独自の景観計画を立案することで、重点区域の指定が可能とな

る。 

●景観施策の重点実施 

・市の景観条例に景観整備の支援策等を位置づけ、重点地区に限定

して施策化する。 

→例：沿道緑化に係る費用の補助、苗木や緑化資材の現物支給な

ど。 

●景観地区の指定 

・都市計画の地域地区の一つである景観地区（市街地の良好な景観

の形成を図るために定める地区）を指定し、市長の認定、建築確

認、条例による許可により形態・意匠の制限その他景観形成基準

を担保することが可能。 
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（３）市街化調整区域における地区計画策定 

①制度の概要 

市街化調整区域の地区計画制度は、都市計画法第 12 条の 5 第 1 項第 2 号の規定に基づくもので、

道路の配置や建築物の建て方に関するルールなど、地区独自の地区づくりのルールをきめ細かく定める

ものです。和泉市においては、「市街化調整区域における地区計画の運用基準」を定めており、地区計

画に定める内容はこの基準に沿ったものとする必要があります。上位計画（総合計画・都市マス等）と整

合すること、公共施設（義務教育施設、上下水道等）に新たな公共投資が必要ないこと、事業の実現性

が確保できることなどが運用基準の適用条件となっています。 

 

②地区計画策定の進め方 

地区計画の素案は、市の支援を受けながら地区住民等により設置した地元組織が主体となって作成

し、地元組織が｢都市計画提案制度｣に基づき市に地区の合意形成を得た地区計画を提出します。その

後、市が都市計画法による手続きを経て、都市計画決定を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地域によるまちづくりの機運を高めます 

・「集落を維持したい」、「地域の活性化を図りた

い」など地域が抱える課題を住民や事業者の皆

さんで共有し、将来を見据えた地域のまちづくり

に対する機運を高めます。 

・住民や事業者等、関係する方を対象に

した制度の説明会を開催します。 

・地域の課題や将来を見据えた都市づく

りの考えなどについて、住民と共有を図

ります。 

step1 

地区計画を検討する組織を立ち上げます 

・地区の将来像を実現するために、地区計画を活

用したい大まかな範囲を検討します。 

・地区計画を検討するため、住民や土地所有者

等により構成する地元組織を設置します。 

・地区計画の適用基準等の説明や、資

料作成等の支援を行います。 

・地元組織の設立に関する助言や指導を

行います。 

step2 

地区計画の素案を作成し都市計画提案を

行います 
・地区計画の目標や建築物等の具体的なルール

を検討し、地区計画の素案を作成します。 

・作成した地区計画素案について、土地所有者

等から同意を得て、市に都市計画提案を行いま

す。 

・地区計画の素案作成に関する相談等

に対し助言や指導を行います。 

・都市計画提案制度について説明すると

ともに、合意形成に向けた資料作成等

の支援を行います。 

step3 

都市計画決定等の手続きをします 
・地区計画の提案を受けて、市が都市計

画法に基づく手続きを行います。 

・建築物の制限等に関する建築条例制

定に取り組みます。 

step4 

地区住民、事業者等 和泉市 

【地区計画の都市計画決定までの流れ】 

都市計画決定後、各種手続きを経てまちづくりを進めます 
・開発区許可制度に基づく申請   ・地区計画に基づく届け出 

・建築確認               ・工事着工など 



36 

（４）開発許可制度 

市街化調整区域において開発を行う際には、都市計画法第 34 条に定める開発許可が求められます。

開発許可基準には道路・公園・給排水施設等の確保、防災上の措置等に関する基準である技術基準

（都市計画法第 33 条）と許可できる開発行為の類型を限定している立地基準（都市計画法第 34 条）

があり、開発行為を伴わずに建築行為のみを行う場合も、許可が必要です。（都市計画法第 43 条） 

また、和泉市では都市計画法第 34 条第 14 号に基づく提案基準、包括議決、同意基準が定められ

ており、市街化調整区域における開発行為に柔軟に対応できるようになっています。これらと法第 34 条

各号を適切に運用することで、様々なケースへの対応が可能と考えられます。 

【開発許可の進め方】 
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（５）市街化区域への編入 

大阪府では、昭和 45 年に市街化区域及び市街化調整区域の区域区分の当初決定を行い、それ以

降、概ね５年ごとに府内一斉に区域区分の見直しを行っており、令和２年に第８回目となる府内一斉の

区域区分の見直しを行いました。 

市街化区域に編入すると、その地区は市街地形成を進めていく地区として位置付けられるため、開発

や建築にかかる規制は大幅に緩和されます。 

線引き見直しは、大阪府の基本的な考え方を示した「市街化区域及び市街化調整区域の区域区分

変更についての基本方針」に基づいて進めるものであり、線引きの決定主体である大阪府と協議をしなが

ら見直し手続きを進めていくことになります。 

 

（６）景観計画 

大阪府景観計画において大阪外環状線沿道は景観計画区域（道路軸）として位置付けられており、

沿道の建築物の形態や色に配慮事項があります。また、大阪府屋外広告物条例においては、路線型表

示制限区域、金剛・和泉葛城山系区域として許可区域に指定されており、屋外広告物の大きさに制約

があります。 

このほか、令和４年現在、和泉市では景観計画を策定予定であり、これにより沿道景観に関するさらな

るきめ細かな制限を導入することが可能となります。この土地利用計画で位置付けた景観形成の方針を

景観計画において、方策として具体化していくことが考えられます。 
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１０．まちづくりの推進方策 

（１）まちづくりの推進方策 

本計画で位置付けた土地利用の実現には、行政が積極的な取組を推進することはもちろんのこと、事業

者や地域も主体的にまちづくりに参画し、専門家の支援を受けつつお互いの役割を理解し協力しながら取り

組んでいくことが必要です。このため、各主体の協力・連携のまちづくりを進めていくための推進方策を示しま

す。 

 

①各主体の役割 

＜地域の役割＞ 

・ここで言う地域とは、住民や自治会等の地縁団体のことです。 

・まちづくりの主役として、現役世代だけでなく、次世代も含めたその地域のあり方やまちづくりに関する知 

識を身につけ、まちづくりへの理解を深めることが必要です。 

・大阪外環状線沿道まちづくりについての理解や、地域主体のまちづくり活動への積極的な取組み、行政 

や事業者が取り組む事業等への積極的な協力が必要です。 

＜事業者の役割＞ 

・事業者とは、当該地で事業を営む民間企業や各種団体など、まちづくりに関わる団体を指します。 

・事業活動を通した地域経済への貢献や、地域社会を構成する一員としてまちづくりに対する理解を深 

めるとともに、地域社会と調和を図りながら、公益的な活動への参加・協力が必要です。 

・開発や施設整備を行う際には、本計画で位置付けたまちづくりの方向性を十分踏まえ、周辺の環境や 

景観に配慮したものとなるよう努め、健全な事業活動を推進することが必要です。 

・事業活動を通じ、地域社会に専門知識、技術などの提供を行うことで、まちづくりの実現に貢献すること 

が必要です。 

＜行政の役割＞ 

・良好な土地利用や景観の規制・誘導に向けて本計画や関連計画に基づき、都市計画に関する事業の 

決定や見直し、都市基盤整備、各種事業活動への支援など行政でなければできない取組を推進しま 

す。 

・都市計画を進めるにあたり中心的な主体として、地域や事業者、大阪府など関係機関との連携・調整 

を図ります。 

・地域や事業者への情報提供や地域主体のまちづくり活動の支援、協力・連携によるまちづくり推進体制 

の整備・運営などに取り組みます。 

＜まちづくりの専門家＞ 

・計画の実行にあたり、土地利用や景観形成の取組に関する専門的・技術的な助言を行うことが必要で 

す。 

・協力・連携によるまちづくり推進体制の整備・運営に関する支援を行うことが必要です。 

 

②まちづくりとしての推進体制の整備 

・本計画に基づく土地利用・景観形成を推進していくためには、地域・事業者・行政による一体的な取組 

が求められるため、各主体の情報共有や調整の場を設置するなど、協力・連携する大阪外環状線沿 
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道まちづくり推進の仕組みを構築します。 

・当初は、大阪外環状線沿道まちづくり全般についての情報共有や意識啓発などに取り組みます。 

・将来的には、土地利用や景観に関する調整や助言、観光・交流など地域活性化の取組の推進などの 

役割を担うような展開を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）計画策定後の取組み 

(中期) 

本計画において位置づけた個別エリアにおいて、各ゾーンの優先度についての検討を行い、  段階的に

土地利用の推進に向けた取組みを進めます。引き続き地域別まちづくり懇談会を継続し、取組み状況に関

する情報共有、意見交換を行うとともに地域特性に応じた事業手法を検討することで、各ゾーンにおける地

域住民や事業者における土地利用の機運醸成を図りつつ、実現までの道筋を明らかにしていきます。 

また、並行して土地利用を推進していく中で必要となる関連制度等の見直しやインフラ整備の進め方等

について、関係者との連携を図りながら検討を進めていきます。 

(長期)  

優先度の高いゾーンから地域住民や事業者との合意形成を図りつつ、適切な事業手法により 段階的

な土地利用を進めていきます。 

 

大阪外環状線沿

道まちづくり推

進の仕組み 

 

  

まちづくりの専門家 

事業者 行政 

地域 

まちづくりとしての推進体制のイメージ 


